
為替週間展望＝ドル円は高値圏での一進一退の動きか

　　　　　　　　　　［１月１３日からの１週間の展望］

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　週間高低（カッコ内は日）　　　　　　    1 月 6 日～ 1 月 10 日

　　　　　　　始　値　　高　値　　  　安　値　     終　値　 前週比

ドル・円　　  156.94   158.55( 8)    156.24( 6)    158.38   +1.12

ユーロ・ドル  1.0304   1.0437( 6)    1.0273( 8)    1.0283   -0.0025

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

国内株・金利／米国株・金利

                   終　値　　前週末比　　　　 　　　　   　 終　値　 前週末比

日経平均株価    39,190.40     -704.14     日本10年債利回り   1.203   +0.102

ダウ平均株価    42,635.20      -96.93     米10年債利回り     4.689   +0.059

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

＜来週の主要経済統計等＞

１４日　日本１１月経常収支

　　　　氷見野日銀副総裁講演

　　　　米１２月生産者物価指数

１５日　英１２月消費者物価指数、英１２月生産者物価指数、英１２月小売物価指数

　　　　ユーロ圏１１月鉱工業生産指数

　　　　カナダ１１月製造業出荷、カナダ１１月卸売売上高

　　　　米１２月消費者物価指数、米１月ＮＹ連銀製造業景気指数

　　　　米地区連銀経済報告（ベージュブック）

１６日　豪１２月雇用統計

　　　　独１２月消費者物価指数確報値

　　　　英１１月鉱工業生産指数、英１１月製造業生産指数、英１１月貿易収支

　　　　ユーロ圏１１月貿易収支

　　　　欧州中央銀行（ＥＣＢ）議事要旨

　　　　米１２月小売売上高、米１２月輸入価格指数

　　　　米１月フィラデルフィア連銀景況指数、米新規失業保険申請件数

１７日　英１２月小売売上高

　　　　ユーロ圏１１月経常収支、ユーロ圏１２月消費者物価指数確報値

　　　　米１２月住宅着工・許可件数

　　　　米１２月鉱工業生産・設備稼働率

　　　　米１１月対米証券投資

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

【前回のレビュー】米長期金利が高止まりするとともにドルも底堅い動きを見せてい

る。米経済指標が市場予想を上回るようなものが多ければ、ドル買いにつながる可能性

が高まりそうだ。こうした中、米経済指標の結果に左右されつつも、ドル円はもみ合い

ながら緩やかに上昇を続けるとした。

　　　　

【ドル円はトランプ氏関連の報道が波乱要因に】

　６日以降のドル円は１５６－１５８円台での推移を見せている。６日に米ワシントン

ポストが複数の関係者の情報として、「トランプ氏は重要な輸入品のみを対象とする一

律の関税を模索中」と報じたことでドル売りに傾き、ドル円は１５６．２０近辺まで急

落した。その後、トランプ次期大統領がＳＮＳでこの投稿を否定すると、ドル円は上昇

に転じた。

　　

　７日の東京市場では米長期金利の高止まりなどを背景にドル円は１５８．４０台まで

上昇を見せた。その後、加藤財務相が「投機的な動きを含め為替の動向を憂慮してい

る。行き過ぎた動きには適切に対応する」などと述べたこともあり、介入警戒感から下

げに転じた。ロンドン市場では１５７．３０台まで下落した。
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　８日に「トランプ次期大統領が新たな関税プログラムを可能にする国家非常事態宣言

を検討」と報じられたことで、ドル円は１５８．５０台まで上値を伸ばした。１５８円

台から一段と上値を追うには慎重姿勢が見られ、９日には１５７．５０台まで下げた。

ただ、その後、１５８円台を回復している。

　　

　米経済指標は良好なものが多く、米長期金利が高止まりするとともにドル円は堅調な

動きを見せている。１５８円台半ばでは短期的な過熱感の高まりや日本の当局によるド

ル売り円買い介入への警戒感から上値を抑えられやすくなっている。

　　

　このところの米長期金利の高止まりの背景には堅調な米経済指標の結果がある。７日

の米１２月ＩＳＭ非製造業景況指数は５４．１と市場予想（５３．６）や前回値（５

２．１）を上回った。同日の米１１月雇用動態調査（ＪＯＬＴＳ）求人件数は８０９．

８万人となり、事前予想（７７４．０万人）や前回値（７７４．４万人から７８３．９

万人に上方修正）を上回った。

　　

　８日の米１２月ＡＤＰ雇用者数は前月比１２．０万人増となり、事前予想（１３．５

万人増）や前回値（１４．６万人増）を下回った。一方で、米新規失業保険申請件数は

２０．１万件と事前予想（２１．４万件）を下回るなど、良好な結果となった。

　　

【米消費者物価指数や米小売売上高に注目】

　１月には、２３－２４日に日銀金融政策決定会合、２８－２９日に米連邦公開市場委

員会（ＦＯＭＣ）が開催される。市場の予想では、１月の日銀会合での利上げ確率は５

０％前後、３月の会合で７８％前後となっている。一方で、ＣＭＥ　ＦＥＤウォッチに

よると１月のＦＯＭＣでの利下げ確率は７％前後となっており、据え置き予想が９３％

前後となっている。日銀会合やＦＯＭＣまでまだ時間があることから、経済指標や要人

発言などに左右されやすいとみられる。

　　

　日米の経済指標やイベントとしては、１４日に日本１１月経常収支、米１２月生産者

物価指数、１５日に米１２月消費者物価指数、米１月ＮＹ連銀製造業景気指数、１６日

に米１２月小売売上高、米１２月輸入価格指数、米１月フィラデルフィア連銀景況指

数、米新規失業保険申請件数、１７日に米１２月住宅着工・許可件数、米１２月鉱工業

生産・設備稼働率、米１１月対米証券投資などがある。

　　

　米国のインフレ率の動向を判断する上で１５日の米１２月消費者物価指数が、米国の

個人消費の動向を確認する上で１６日の米１２月小売売上高が注目される。米消費者物

価指数の前年比の事前予想は総合が＋２．９％で前回の＋２．７％から伸びが加速、コ

アは＋３．３％と前回と同じとの見通し。米小売売上高の事前予想は前月比＋０．５％

と前回の＋０．７％から伸びが減速、自動車を除く前月比は＋０．５％と前回の＋０．

２％から伸びが加速する見通し。

　　

　トランプ氏の米大統領就任は２０日となる。就任前後の発言や就任後に打ち出す政策

などに寄って、通貨や株価に大きな影響を与える可能性がある。

　　

　米経済指標は引き続き堅調なものが多いとみられ、米長期金利の高止まり傾向は続く

こととなりそうだ。ドルは底堅い動きを見せる可能性が高い。トランプ次期大統領に関

する報道が波乱要因となりうる。こうした中でも、ドル円については大きな崩れはない

とみられ、高値圏での一進一退の動きが続くこととなりそうだ。ドル円の目先の予想レ

ンジは、１５６．００～１６０．００円。

　　

【ユーロドルは下落基調が継続か】

　１月３０日の欧州中央銀行（ＥＣＢ）理事会での０．２５％の利下げ確率は６０～６

５％前後となっている。景気減速への警戒感もあり、ＥＣＢは利下げに動くとみられ、

ユーロの重石となりそうだ。

　　

　また、ドルの堅調さがドル買いにつながり、ユーロドルの上値を抑えそうだ。ユーロ

は１．０４台前半まで戻したものの、そこからの上値追いには慎重姿勢がみられ、下げ

に転じている。戻したところでは２１日移動平均線に上値を抑えられて、下落基調が継

続することとなりそうだ。ユーロドルの目先の予想レンジは、１．０１００～１．０４



５０ドル。

　　

　英国市場では、１５日の英１２月消費者物価指数が注目される。前回（１１月）は事

前予想通りながらも前年比が総合、コアともに１０月を上回るなどインフレ警戒感が根

強く残る結果となった。ただ、一方で英国景気への警戒感も根強い。こうした中、２月

の英金融政策委員会（ＭＰＣ）での利下げ見通しは７０％に接近している。

　　

　ポンドドルは１．２５００ドルを割り込んだ後も軟調に推移している。米長期金利の

上昇傾向がポンド売りドル買いの動きにつながっている。こうした流れが続いて、戻り

は売りに押されやすい展開となりそうだ。ポンドドルの目先の予想レンジは、１．２０

５０～１．２４５０ドル。

　　

　日米以外の今後の経済指標やイベントは、１５日に英１２月消費者物価指数、英１２

月生産者物価指数、英１２月小売物価指数、ユーロ圏１１月鉱工業生産指数、カナダ１

１月製造業出荷、カナダ１１月卸売売上高、１６日に豪１２月雇用統計、独１２月消費

者物価指数確報値、英１１月鉱工業生産指数、英１１月製造業生産指数、英１１月貿易

収支、ユーロ圏１１月貿易収支、１７日に英１２月小売売上高、ユーロ圏１１月経常収

支、ユーロ圏１２月消費者物価指数確報値などがある。
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